
第86回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

【事業報告】
１.当行の新株予約権等に関する事項

２.財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

３.業務の適正を確保する体制

４.特定完全子会社に関する事項

５.親会社等との間の取引に関する事項

６.会計参与に関する事項

７.その他
　
【計算書類等】
・株主資本等変動計算書

・個別注記表

・連結株主資本等変動計算書

・連結注記表
　
　

（平成28年４月１日から）平成29年３月31日まで
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１ 当行の新株予約権等に関する事項
（1）事業年度の末日において当行の会社役員が有している当行の新株予約権等

新株予約権等の内容の概要 新株予約権等を
有する者の人数

取 締 役

① 新株予約権の割当日 平成22年７月26日
② 新株予約権の数 359個
③ 目的となる株式の種類及び数

普通株式 4,308株
④ 権利行使期間

平成22年７月27日から平成52年７月26日まで
⑤ 権利行使価格（１株当たり） １円
⑥ 権利行使の条件

新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日以降
10日間に限り、新株予約権を一括して行使できるものとする。

２名

① 新株予約権の割当日 平成23年８月５日
② 新株予約権の数 824個
③ 目的となる株式の種類及び数

普通株式 9,888株
④ 権利行使期間

平成23年８月６日から平成53年８月５日まで
⑤ 権利行使価格（１株当たり） １円
⑥ 権利行使の条件

新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日以降
10日間に限り、新株予約権を一括して行使できるものとする。

２名

① 新株予約権の割当日 平成24年８月６日
② 新株予約権の数 490個
③ 目的となる株式の種類及び数

普通株式 5,880株
④ 権利行使期間

平成24年８月７日から平成54年８月６日まで
⑤ 権利行使価格（１株当たり） １円
⑥ 権利行使の条件

新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日以降
10日間に限り、新株予約権を一括して行使できるものとする。

２名

① 新株予約権の割当日 平成25年８月５日
② 新株予約権の数 747個
③ 目的となる株式の種類及び数

普通株式 8,964株
④ 権利行使期間

平成25年８月６日から平成55年８月５日まで
⑤ 権利行使価格（１株当たり） １円
⑥ 権利行使の条件

新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日以降
10日間に限り、新株予約権を一括して行使できるものとする。

４名
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新株予約権等の内容の概要 新株予約権等を

有する者の人数

取 締 役

① 新株予約権の割当日 平成26年８月５日
② 新株予約権の数 980個
③ 目的となる株式の種類及び数

普通株式 11,760株
④ 権利行使期間

平成26年８月６日から平成56年８月５日まで
⑤ 権利行使価格（１株当たり） １円
⑥ 権利行使の条件

新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日以降
10日間に限り、新株予約権を一括して行使できるものとする。

６名

① 新株予約権の割当日 平成27年８月10日
② 新株予約権の数 947個
③ 目的となる株式の種類及び数

普通株式 11,364株
④ 権利行使期間

平成27年８月11日から平成57年８月10日まで
⑤ 権利行使価格（１株当たり） １円
⑥ 権利行使の条件

新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日以降
10日間に限り、新株予約権を一括して行使できるものとする。

７名

① 新株予約権の割当日 平成28年８月８日
② 新株予約権の数 1,583個
③ 目的となる株式の種類及び数

普通株式 18,996株
④ 権利行使期間

平成28年８月９日から平成58年８月８日まで
⑤ 権利行使価格（１株当たり） １円
⑥ 権利行使の条件

新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日以降
10日間に限り、新株予約権を一括して行使できるものとする。

７名

社外取締役 ― ―
監 査 役 ― ―
（注） 当行は平成28年７月１日付けで１株当たり1.2株の割合で株式分割を行っております。

なお、目的となる株式の数は分割後の数値によっております。
　
（2）事業年度中に使用人等に交付した当行の新株予約権等

該当事項はありません。
　
2 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

該当事項はありません。
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３ 業務の適正を確保する体制
＜内部統制システムの整備状況＞
　当行が遵守すべき内部統制システムの体制整備を行い、不断の見直しによって
その改善を図り、効率的で適法な企業体制を構築しております。
（1）損失の危機の管理に対する規程その他の体制

① 取締役会は、安定的な収益の確保と健全な経営基盤の確立を目的に「リ
スク管理指針」及び各リスクの管理規程等を制定し、当行及びグループ全
体のリスク統括部署及び各リスクの管理部署、管理方法等を定めておりま
す。
② 取締役会は、当行及びグループ全体のリスクの適切な管理・監視等を目
的に「リスク管理委員会」を設置しております。「リスク管理委員会」は、
リスクの統括・管理部署より報告を受け、必要に応じて改善の指示を行う
ほか、取締役会から委任を受けた当行及びグループ全体のリスク管理に関
する事項を審議・決定し、定期的に取締役会へ報告しております。
③ 取締役会は、当行及びグループ全体の事業継続を図るための「業務継続
計画規則」を定め、危機発生時（不慮の災害や障害及び事故等による重大
な被害の発生）における迅速かつ円滑な対応に努めております。

　
（2）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制
① 取締役会は、当行及びグループ全体の全役職員が遵守すべきものとして
「法令等遵守要領」を定めております。
② 取締役会は、コンプライアンス態勢の適切な管理・監視等を目的に「コ
ンプライアンス委員会」を設置しております。「コンプライアンス委員会」
は、当行及びグループ全体のコンプライアンス態勢に関するチェック・評
価等を行うほか、取締役会から権限の委譲を受けた事項について審議・決
定し、コンプライアンス・プログラムの進捗状況やその他の重要事項等を
取締役会へ報告しております。
③ 取締役会は、当行の各部門及びグループ会社各社に「法令遵守担当者」
を配置し、部門毎に「コンプライアンス勉強会」を実施し、各職員のコン
プライアンスの意識高揚に努めております。
④ 取締役会は、不祥事故、コンプライアンス違反など、コンプライアンス
上問題のある事項を直接報告させる制度として「ヘルプライン」を設置
し、未然防止・拡大防止などの速やかな是正措置を講じております。
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（3）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会は、職務分掌、職務権限等に関する規程を策定し、組織的、効
率的な業務運営を実践しております。また、重要事項等の審議・決定機関
として「常務会」を設置しております。
② 取締役会は、信用の維持及び預金者等の保護を確保するとともに金融の
円滑化を図るという金融機関の役割を踏まえた中期経営計画や年度計画等
を策定し、当行及びグループ会社の全役職員の共有する目標を設定してお
ります。常務会・経営会議においてその進捗を管理し、必要な経営施策に
ついては機動的に策定しております。
③ 取締役は、担当業務の執行状況について、定期的に取締役会へ報告して
おります。
④ 取締役会は、グループ会社も含めた業務運営を統制する文書の体系と、
その制定・改廃及び運用について「規程等管理規則」を定め、効率的な業
務運営を遂行しております。

　
（4）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会は、「文書管理規則」を定め、当行取締役の職務の執行に係る情
報を適切に保存及び管理しております。

　
（5）当行並びに子会社から成る企業集団における業務の適切性を確保するための

体制
① 当行役員がグループ会社各社の業務の適切性を監視するとともに、「統
合的リスク管理規則」及び「連結子会社リスク管理規則」において、グル
ープ会社の統括、管理部署を明らかにし、各社における金融円滑化、法令
等遵守態勢やリスク管理態勢の整備等、グループ全体での内部統制システ
ムを構築しております。
② グループ会社各社は経営計画を策定するとともに、その業務執行状況を
定期的に当行経営陣に対して報告を行い、グループ全体での効率性を確保
し、連携態勢を強化しております。
③ 内部監査部門は、グループ会社各社における法令等遵守態勢及びリスク
管理態勢の状況についての監査を行い、その結果を取締役会へ報告すると
ともに、グループ会社各社に対して監査指摘事項に係る改善報告を求め、
その進捗状況についてフォローしております。

　
（6）監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項

監査役は監査役室を設置し、監査役及び監査役会（以下、「監査役会等」
という。）の職務を補助すべき専任スタッフを配置しております。
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　（7）監査役の職務遂行を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人
に対する指示の実効性の確保に関する事項
① 専任スタッフは、監査役会等の監督に服し、当行の業務の執行にかかわ
る役職については、これを兼務させておりません。
② 専任スタッフの人事に関しては、事前に監査役会等との意見交換を行う
ことなどにより、監査役会等へのサポート態勢維持に努めております。

　
（8）当行及びグループ会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

① 当行監査役には、当行及びグループ会社の取締役会、その他重要な会議
に出席し、取締役及び使用人から業務執行の状況やその他重要事項の報告
を受ける機会を確保しております。
② 当行及びグループ会社の取締役及び使用人は、必要に応じて監査役に対
して報告を行っております。
③ 取締役会は、監査役へ報告を行った当行グループの役職員に対し、当該
報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を
当行グループの役職員に周知徹底しております。

　
（9）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当

該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役がその職務の執行について、会社法第388条に基づく費用の前払い
等の請求をしたときは、担当部署において協議の上、当該請求に係る費用又
は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速
やかに当該費用又は債務を処理しております。

　
（10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 頭取、会計監査人、内部監査部門は監査役と定期的に情報交換を行うな
ど、効率的な監査の実現に寄与するよう努めております。
② 監査役が、必要に応じ外部専門家（弁護士・公認会計士など）に対し意
見を聴取する機会を確保するよう努めております。

　
（11）反社会的勢力排除に向けた基本方針

企業倫理へ反社会的勢力の排除を明記しており、市民生活の秩序や安全に
脅威を与える反社会的勢力との関係を遮断し、断固としてこれらに対処して
おります。
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（12）反社会的勢力排除に向けた体制
① 企業倫理にて反社会的勢力の排除を明記するほか、法令等遵守要領に
て、反社会的勢力への対策を策定し、役職員へ周知徹底しております。
② 法令等遵守要領では、ⅰ.反社会的勢力への対応体制、ⅱ.具体的な対応
要領、ⅲ.業務妨害への対応、ⅳ.具体的な違法行為、などを策定しており
ます。また、必要に応じて行内関係部署や警察等の外部機関と連携するな
ど、反社会的勢力との取引遮断に向けて組織的に取組んでおります。
③ 反社会的勢力の情報管理に関しては、反社会的勢力への対応に係る規則
を制定し情報を適切に管理することで、取引防止や疑わしい取引の届出
等、必要な管理体制を整備しております。

　
＜業務の適正を確保するための体制の運用状況＞
　当行の内部統制システムの運用状況は以下のとおりです。
（1）リスク管理体制

リスク管理委員会は当事業年度で13回開催し、当行及びグループ全体の
経営に内在する各種リスクに関する諸問題の分析・評価並びにリスク制御策
等についての検討やグループ全体のリスクの洗い出しを行っております。ま
た、審議・決定事項についてはすべて取締役会に報告しております。

　
（2）コンプライアンス体制

コンプライアンス委員会は当事業年度で21回開催し、当行及びグループ
全体のコンプライアンス態勢のチェック・評価等を行っております。なお、
コンプライアンス・プログラムの進捗状況やその他重要事項等については適
宜取締役会に報告しております。
また、コンプライアンス・プログラムに基づく職階に応じた研修の実施や
当行及びグループ会社各社に「法令遵守担当者」を配置し、部門毎にコンプ
ライアンス勉強会を開催する等、各職員のコンプライアンスの意識高揚に努
めております。　
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（3）取締役の職務の執行について
取締役会は当事業年度で14回開催し、法令又は定款に定められた事項及
び経営上重要な事項の審議・決定を行っております。また、取締役は担当業
務の執行状況について定期的に取締役会へ報告を行っております。取締役会
の委譲会議体である「常務会」は、当事業年度で62回開催し、取締役会に
付議する事項の事前協議やグループ各社の業況について定期的に確認を行っ
ております。

　
（4）内部監査の実施について

内部監査部門は、内部監査計画に基づき当行及びグループ全体の法令等遵
守態勢及びリスク管理態勢の状況について監査を実施し、その結果及び改善
状況について取締役会へ報告するとともに、その実施状況及び有効性につい
ての評価を行っております。

　
（5）監査役の職務の執行について

監査役は、監査役会を毎月開催するとともに監査役会において定めた監査
計画に基づき監査を行っております。当事業年度では営業店32店舗、本部
11部署、グループ会社７社の往査を実施いたしました。また、監査役は当
行及びグループ会社の取締役会、その他重要な会議に出席しているほか、頭
取、会計監査人、内部監査部門との間で、それぞれ定期的な意見交換会を実
施しております。

　
４ 特定完全子会社に関する事項

該当事項はありません。

５ 親会社等との間の取引に関する事項
該当事項はありません。

６ 会計参与に関する事項
該当事項はありません。

　
７ その他

該当事項はありません。
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( )第86期 平成28年４月１日から 株主資本等変動計算書平成29年３月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計
当期首残高 22,725 17,623 17,623
当期変動額
　剰余金の配当
　当期純利益
　別途積立金の積立
　自己株式の取得
　自己株式の処分
土地再評価差額金の取崩
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)
当期変動額合計 ― ― ―
当期末残高 22,725 17,623 17,623

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計別途積立金 繰越利益

剰 余 金
当期首残高 9,535 68,520 4,180 82,235 △863 121,721
当期変動額
　剰余金の配当 △1,838 △1,838 △1,838
　当期純利益 5,360 5,360 5,360
　別途積立金の積立 2,100 △2,100 ― ―
　自己株式の取得 △15 △15
　自己株式の処分 △4 △4 58 53
土地再評価差額金の取崩 111 111 111
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)
当期変動額合計 ― 2,100 1,528 3,628 42 3,670
当期末残高 9,535 70,620 5,708 85,864 △821 125,391
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（単位：百万円）
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 16,772 1,358 18,130 225 140,077
当期変動額
　剰余金の配当 △1,838
　当期純利益 5,360
　別途積立金の積立 ―
　自己株式の取得 △15
　自己株式の処分 53
土地再評価差額金の取崩 111
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △5,572 △111 △5,683 4 △5,678

当期変動額合計 △5,572 △111 △5,683 4 △2,008
当期末残高 11,199 1,247 12,447 230 138,069
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個別注記表
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っておりま
す。

2. 有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、
子会社・子法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については原則と
して決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし時価を
把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行って
おります。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

4. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定率法を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 15年～50年
その他 ５年～15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ
ては、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中
のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存
価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ
以外のものは零としております。

5. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
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6. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）
に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権
については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能
見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在
は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る
債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除
し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しておりま
す。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等
に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該
部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の
評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債
権額から直接減額しており、その金額は2,755百万円であります。

（2）賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額
のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

（3）役員賞与引当金
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額
のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

（4）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定に
あたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式
基準によっております。なお、数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。
数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年
度から損益処理

（5）信託元本補填引当金
信託元本補填引当金は、元本補填契約を行っている信託の受託財産に対し、信託勘定にお
ける貸出金の回収不能見込額を基礎として、将来発生する可能性のある損失を見積もり、必
要と認められる額を計上しております。
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（6）睡眠預金払戻損失引当金
睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上を行った睡眠預金の預金者からの払戻請求に備える
ため、過去の払戻実績等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

7. ヘッジ会計の方法
（1）金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金
融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査
委員会報告第24号 平成14年２月13日。以下、「業種別監査委員会報告第24号」という。）
に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を
相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワッ
プ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キ
ャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の
相関関係の検証により有効性の評価をしております。

（2）為替変動リスク・ヘッジ
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業
における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会業種別監査委員会報告第25号 平成14年７月29日）に規定する繰延ヘッジによっており
ます。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺
する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象で
ある外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確
認することによりヘッジの有効性を評価しております。

8. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類に
おけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（2）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によってお
ります。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上してお
ります。

　
追加情報

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28
年３月28日）を当事業年度から適用しております。
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注記事項
（貸借対照表関係）
1. 貸出金のうち、破綻先債権額は678百万円、延滞債権額は13,693百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の
事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなか
った貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のう
ち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号イからホまでに掲げる事
由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建
又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。
2. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は420百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上
遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
3. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は7,467百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利
の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものでありま
す。
4. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は
22,258百万円であります。
なお、上記1.から4.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

5. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。こ
れにより受け入れた商業手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由
に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、5,857百万円であります。
6. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 86,370百万円
担保資産に対応する債務
預金 10,954百万円
借用金 30,000百万円
上記のほか、為替決済の担保として、有価証券19,621百万円を差し入れております。
また、現金担保付債券貸借取引による貸出を行っている資産は次のとおりであります。
有価証券 4,812百万円
対応する債務
債券貸借取引受入担保金 4,678百万円
その他の資産には、保証金442百万円及び中央清算機関差入証拠金4,700百万円が含まれ
ております。
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7. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し
出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金
を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
197,741百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のものが112,428百万円ありま
す。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残
高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありませ
ん。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があると
きは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨
の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担
保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握
し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
上記のほか、総合口座取引における当座貸越未実行残高が83,817百万円あります。

8. 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土
地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る
繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし
て純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 平成10年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４
号に定める地価税価格に基づいて、近隣売買事例による補正等合理的な調整を行って算
出。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の当事業年度末における時価の合計額
と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額4,213百万円
9. 有形固定資産の減価償却累計額 22,219百万円
10. 有形固定資産の圧縮記帳額 429百万円
11. 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額 9百万円
12. 関係会社に対する金銭債権総額 14,591百万円
13. 関係会社に対する金銭債務総額 19,038百万円
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（損益計算書関係）
1. 関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 100百万円
役務取引等に係る収益総額 66百万円
その他業務・その他経常取引に係る収益総額 42百万円

2. 関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額 13百万円
役務取引等に係る費用総額 494百万円
その他業務・その他経常取引に係る費用総額 1,830百万円

3. 関連当事者との取引
（1）子会社、子法人等及び関連法人等

（単位：百万円）

種 類 会社等の名称 所在地
資本金
又 は
出資金

事業の内容
議決権等
の 所 有
（被所有）
割 合

関連当事者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取 引
金 額 科目 期 末

残 高

子会社 おきぎん保証
株 式 会 社

沖縄県
那覇市 70 信 用 保 証業 務

直接
93.1％
間接
4.5％

債務の被保証
役員の兼任

被債務保証
（注１） 501,134 ― ―

保 証 料 の
支 払
（注２）

491 未払
費用 42

債務保証履
行 に 伴 う
代 位 弁 済

1,093 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１） 当行の取扱う個人ローン商品に対する債務保証であります。
（注２） 当行の取扱う個人ローン商品に対する信用保証料であり、保証料率については当行

と当該子会社との調整のうえ、商品ごとに決定しております。
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（2）役員及び個人主要株主等
（単位：百万円）

種 類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金
又 は
出資金

事業の内容
議決権等
の 所 有
（被所有）
割 合

関連当事者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取 引
金 額 科目 期 末

残 高

役員の
近親者 高 宮 城 克 ― ― ― ―

当行前監査役
松川義則の
義 弟

資金の貸付
（注１）

（平均残高）
58 貸出金 57

役員の
近親者 赤 嶺 雅 功 ― ― ― ―

当行監査役
大 城 保 の
義 弟

資金の貸付
（注１）

（平均残高）
24 貸出金 23

役員の
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会 社

㈲アサトエッ
グファーム
（注２）

沖縄県
宜野座
村

15 畜 産 業
被所有
直接
0.0％

与 信 取 引 資金の貸付（注１）
（平均残高）

163 貸出金 212

役員の
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会 社

㈲安里住宅
（注２）

沖縄県
宜野座
村

30 不 動 産
賃 貸 業 ― 与 信 取 引 資金の貸付（注１）

（平均残高）
37 貸出金 36

役員の
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会 社

㈱サンクス沖縄
（注３）

沖縄県
那覇市 3 不 動 産

取 引 業 ― 与 信 取 引 資金の貸付（注１）
（平均残高）

155 貸出金 143

役員の
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会 社

上城技術情報(株)
（注４）

沖縄県
宜野湾
市

10 サービス業
被所有
直接
0.0%

与 信 取 引 資金の貸付
（注１）

（平均残高）
28 貸出金 31

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１） 取引条件については、一般の取引先と同様に決定しております。
（注２） 当行取締役安里昌利の近親者が議決権の過半数を所有しております。
（注３） 当行取締役金城善輝の近親者が議決権の過半数を所有しております。
（注４） 当行取締役仲本善政の近親者が議決権の過半数を所有しております。　
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（株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当 事 業 年 度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株 式 数 摘 要

自己株式
　普通株式 219 48 17 250 (注)２
合 計 219 48 17 250

(注)１．当行は、平成28年７月１日付で普通株式１株当たり1.2株の割合で株式分割を行って
おります。

２．増加は、株式分割による増加44千株、単元未満株式の買取による増加４千株であり、
減少は新株予約権の権利行使による減少17千株及び単元未満株式の売却によるものであ
ります。

（有価証券関係）
1. 売買目的有価証券（平成29年３月31日現在）

該当事項はありません。

2. 満期保有目的の債券（平成29年３月31日現在）

種類 貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

時価が貸借対照表
計上額を超えるも
の

国 債 11,161 12,199 1,037

合 計 11,161 12,199 1,037

3. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（平成29年３月31日現在）
該当事項はありません。

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法人等株式
貸借対照表計上額（百万円）

子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 2,904
合 計 2,904

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる
ことから、「子会社・子法人等株式及び関連法人等株式」には含めておりません。
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4. その他有価証券（平成29年３月31日現在）

種類 貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
るもの

株 式 21,138 11,584 9,553
債 券 350,449 342,629 7,820
国 債 163,694 160,566 3,127
地 方 債 106,430 103,191 3,239
社 債 80,324 78,871 1,452
そ の 他 35,127 34,046 1,081
外 国 債 券 17,600 17,456 143
その他の有価証券 17,526 16,589 937
小 計 406,715 388,260 18,454

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
ないもの

株 式 1,882 2,010 △127
債 券 13,345 13,464 △118
地 方 債 1,174 1,200 △25
社 債 12,171 12,264 △92
そ の 他 83,137 85,617 △2,480
外 国 債 券 27,461 28,009 △548
その他の有価証券 55,675 57,607 △1,932
小 計 98,365 101,092 △2,726

合 計 505,080 489,352 15,728
（注） 時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券

貸借対照表計上額（百万円）
株 式 2,036
そ の 他 311
合 計 2,348

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる
ことから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

5. 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券 (自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)
　
該当事項はありません。
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6. 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株 式 6,007 1,350 63
債 券 34,729 1,154 372
国 債 20,869 973 134
地 方 債 12,561 179 235
社 債 1,298 0 2
そ の 他 46,692 941 1,813
外 国 債 券 23,774 98 313
その他の有価証券 22,918 843 1,499
合 計 87,429 3,446 2,249

7. 減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）の
うち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで
回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上
額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下、「減損処理」とい
う。）しております。
当事業年度における減損処理は、株式65百万円であります。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、「決算日の時価が取得原価に
比べ50％以上下落した場合、又は30％以上50％未満下落し、かつ過去の時価の推移等を
勘案して判定する内部基準に該当する場合」としております。

（金銭の信託関係）
該当事項はありません。
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（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであり
ます。

繰延税金資産
　貸倒引当金 2,103 百万円
　退職給付引当金 1,575
　貸出金償却 561
　減価償却費 532
　関係会社支援損失 509
　有価証券 263
　その他 836
繰延税金資産小計 6,382
評価性引当額 △2,955
繰延税金資産合計 3,427
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 4,528
　その他 18
繰延税金負債合計 4,547
繰延税金負債の純額 1,119 百万円

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 5,745円75銭
１株当たりの当期純利益金額 223円46銭

当行は、平成28年７月１日付けで普通株式１株当たり1.2株の割合で株式分割を行っており
ます。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たりの当期純利益金額を
算定しております。

（企業結合等関係）
連結計算書類の「連結注記表（企業結合関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を
省略しております。
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≪ご参考≫
第86期末（平成29年３月31日現在）信託財産残高表

（単位：百万円）
資 産 金 額 負 債 金 額

貸 出 金 2,004 金 銭 信 託 44,099
証 書 貸 付 1,609
手 形 貸 付 394
そ の 他 債 権 1
銀 行 勘 定 貸 42,093

合 計 44,099 合 計 44,099
（注）1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 貸出金のうち、破綻先債権額は４百万円、延滞債権額は356百万円、３カ月以上延滞
債権及び貸出条件緩和債権は該当金額なしであります。
　 また、これらの債権額の合計額は361百万円であります。

（付表）元本補填契約のある信託の内訳は次のとおりです。
　 合同運用指定金銭信託 （単位：百万円）

資 産 金 額 負 債 金 額
貸 出 金 2,004 元 本 44,090
そ の 他 42,095 債 権 償 却 準 備 金 4

そ の 他 3
計 44,099 計 44,099

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

第86期(平成28年４月１日から)信託財産収支表平成29年３月31日まで
（単位：百万円）

収 入 金 額 支 出 金 額
貸 出 金 利 息 53 信 託 報 酬 331
そ の 他 の 受 入 利 息 277 そ の 他 の 支 出 0
受 入 手 数 料 5 信 託 利 益 19
債権償却準備金戻入 0
そ の 他 の 収 入 13

合 計 351 合 計 351
（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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( )第86期 平成28年４月１日から 連結株主資本等変動計算書平成29年３月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 22,725 17,629 89,192 △863 128,683
当期変動額
　剰余金の配当 △1,838 △1,838
　親会社株主に帰属
　する当期純利益 5,824 5,824

　自己株式の取得 △15 △15
　自己株式の処分 △4 58 53
土地再評価差額金の取崩 111 111
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)
当期変動額合計 ― ― 4,092 42 4,134
当期末残高 22,725 17,629 93,284 △821 132,818

　

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当期首残高 16,779 1,358 △1,634 16,503 225 5,098 150,511
当期変動額
　剰余金の配当 △1,838
　親会社株主に帰属
　する当期純利益 5,824

　自己株式の取得 △15
　自己株式の処分 53
土地再評価差額金の取崩 111
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △5,572 △111 147 △5,536 4 293 △5,238

当期変動額合計 △5,572 △111 147 △5,536 4 293 △1,104
当期末残高 11,207 1,247 △1,487 10,966 230 5,391 149,406
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連結注記表
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結計算書類の作成方針
子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条
の２に基づいております。

1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結される子会社及び子法人等 ８社

おきぎんビジネスサービス株式会社
株式会社おきぎん経済研究所
おきなわ証券株式会社
美ら島債権回収株式会社
おきぎん保証株式会社
株式会社おきぎんエス・ピー・オー
株式会社おきぎんジェーシービー
株式会社おきぎんリース
（連結の範囲の変更）
おきなわ証券株式会社は平成29年３月31日付けで全株式を取得したことに伴い、当連結
会計年度より連結子会社としております。
なお、取得日が当連結会計年度末であるため、当連結会計年度は貸借対照表のみ連結し
ております。

（2）非連結の子会社及び子法人等
該当事項はありません。

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結の子会社及び子法人等

該当事項はありません。
（2）持分法適用の関連法人等

該当事項はありません。
（3）持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等

該当事項はありません。
（4）持分法非適用の関連法人等 １社

沖縄ものづくり振興ファンド有限責任事業組合
持分法非適用の関連法人は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に
見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に重要な影響を与えな
いため、持分法の対象から除いております。
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会計方針に関する事項
1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っておりま
す。

　
2. 有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額
法）、その他有価証券については原則として連結決算日の市場価格等に基づく時価法(売却原
価は主として移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められ
るものについては移動平均法による原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

　
3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

　
4. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

当行の有形固定資産は、定率法を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 15年～50年
その他 ５年～15年

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づ
き、主として定率法により償却しております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づ
いて償却しております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」
中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、
残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、
それ以外のものは零としております。
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5. 貸倒引当金の計上基準
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）
に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権に
ついては、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営
破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸
念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による
回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める
額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に
基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部
署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評
価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額
から直接減額しており、その金額は7,146百万円であります。
一部の連結される子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案し
て必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額をそれぞれ計上しております。
　
6. 賞与引当金の計上基準
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額の
うち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。
　
7. 役員賞与引当金の計上基準
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額の
うち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。
　
8. 役員退職慰労引当金の計上基準
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労
金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しており
ます。
　
9. 信託元本補填引当金の計上基準
信託元本補填引当金は、元本補填契約を行っている信託の受託財産に対し、信託勘定におけ
る貸出金の回収不能見込額を基礎として、将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と
認められる額を計上しております。
　
　
10. 利息返還損失引当金の計上基準
利息返還損失引当金は、将来の利息返還請求の損失に備えるため、過去の返還実績率等を勘
案して計算した当連結会計年度末における損失発生見込額を計上しております。
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11. 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上を行った睡眠預金の預金者からの払戻請求に備えるた
め、過去の払戻実績等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

12. 特別法上の引当金の計上基準
特別法上の引当金は、金融商品取引法第46条の５第１項に定める金融商品取引責任準備金で
あり、証券事故による損失に備えるため、金融商品取引業等に関する内閣府令第175条の規定
に定めるところにより算出した額を計上しております。
　
13. 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる
方法については給付算定式基準によっております。また、数理計算上の差異の損益処理方法は
次のとおりであります。
数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計
年度から損益処理

なお、一部の連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計
算に、退職給付に係る当期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適
用しております。
　
14. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

　
15. リース業務の収益の計上基準
リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

　
16. 重要なヘッジ会計の方法
（1）金利リスク・ヘッジ

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお
ける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種
別監査委員会報告第24号 平成14年２月13日。以下、「業種別監査委員会報告第24号」と
いう。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相
場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金
利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。
また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変
動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。
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（2）為替変動リスク・ヘッジ
当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会
計士協会業種別監査委員会報告第25号 平成14年７月29日）に規定する繰延ヘッジによっ
ております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスク
を減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ
対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在するこ
とを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。

17. 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産に
係る控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用に計上しております。

追加情報
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年
３月28日）を当連結会計年度から適用しております。
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注記事項
（連結貸借対照表関係）
1. 貸出金のうち、破綻先債権額は681百万円、延滞債権額は14,216百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の
事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなか
った貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のう
ち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号イからホまでに掲げる事
由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建
又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。
2. 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は420百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上
遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
3. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は7,467百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利
の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものでありま
す。
4. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は
22,784百万円であります。
なお、上記1.から4.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

5. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。こ
れにより受け入れた商業手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由
に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は5,857百万円であります。
6. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券 86,370百万円
リース投資資産 8,900百万円
その他資産 3,486百万円
担保資産に対応する債務
預金 10,954百万円
借用金 42,832百万円
上記のほか、為替決済の担保として有価証券19,621百万円を差し入れております。
また、現金担保付債券貸借取引による貸出を行っている資産は次のとおりであります。
有価証券 4,812百万円
対応する債務
債券貸借取引受入担保金 4,678百万円
その他資産には、保証金505百万円及び中央清算機関差入証拠金4,700百万円が含まれて
おります。
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7. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し
出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金
を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
205,417百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のものが107,051百万円ありま
す。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残
高そのものが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ･フロ
ーに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の
保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行
申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられ
ております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほ
か、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必
要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
上記のほか、総合口座取引における当座貸越未実行残高が83,817百万円あります。

8. 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業
用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価
に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額
金」として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 平成10年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４
号に定める地価税価格に基づいて、近隣売買事例による補正等合理的な調整を行って算
出。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の当連結会計年度末における時価の合
計額と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額4,213百万円
9. 有形固定資産の減価償却累計額 24,433百万円
10. 有形固定資産の圧縮記帳額 429百万円

（連結損益計算書関係）
1. その他の経常収益には、株式等売却益1,350百万円を含んでおります。
2. その他の経常費用には、貸出金償却793百万円を含んでおります。
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（連結株主資本等変動計算書関係）
1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株 式 数 摘 要

発行済株式
　普通株式 20,200 4,040 ― 20,240 (注)２
合 計 20,200 4,040 ― 20,240

自己株式
　普通株式 219 48 17 250 (注)３
合 計 219 48 17 250

(注)１．当行は平成28年７月１日付で普通株式１株当たり1.2株の割合で株式分割を行ってお
ります。

２．増加は株式分割によるものであります。
３．増加は株式分割による増加44千株、単元未満株式の買取による増加４千株であり、減
少は新株予約権の権利行使による減少17千株及び単元未満株式の売却によるものであり
ます。

2. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権
の内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

摘 要当連結会計
年 度 期 首

当連結会計
年 度 増 加

当連結会計
年 度 減 少

当連結会計
年 度 末

当行
ストック・
オプション
と し て の
新株予約権

― 230

合 計 ― 230
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3. 配当に関する事項
（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

平成28年６月24日
定時株主総会 普通株式 999百万円 50.00円 平成28年３月31日 平成28年６月27日
平成28年11月８日
取締役会 普通株式 839百万円 35.00円 平成28年９月30日 平成28年12月９日

合 計 1,838百万円
（注）１．当行は平成28年７月１日付で１株当たり1.2株の割合で株式分割を行っております。

当該株式分割は平成28年７月１日を効力発生日としているため、平成28年３月31日
を基準日とする配当については、株式分割前の株式数を基準に実施しております。
２．平成28年３月31日を基準日とする１株当たり配当額には創立60周年記念配当15円
が含まれております。

　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末
日後となるもの
　平成29年６月22日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を
次のとおり提案しております。

株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

普通株式 839百万円 利益剰余金 35.00円 平成29年３月31日 平成29年６月23日
　
（金融商品関係）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当行グループは、ローン事業及び投資商品の組成販売などの金融サービス事業を行って
おります。これらの事業を行うため、市場の状況や長短のバランスを調整して、預金及び
コール市場等より資金調達を行っております。
このように、主として金利変動を伴う金融資産及び金融負債を有しているため、金利変
動による不利な影響が生じないように、当行では、資産及び負債の総合的管理（以下、
「ＡＬＭ」という。）をしております。
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（2）金融商品の内容及びそのリスク
当行グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先及び個人に対する貸出金で
あり、顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。また、有
価証券は、主に株式、債券、投資信託及び組合出資金であり、満期保有目的、純投資目的
及び事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利
の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理
当行グループは、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件
ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、保証や担保の設定、問題債権
への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。これらの与信管理は、
各営業店のほか融資統括部等により行われ、また、定期的に経営陣による常務会や取締
役会を開催し、審議・報告を行っております。さらに、自己査定等の与信管理の状況に
ついては、監査部がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスク
に関しては、証券国際部において、格付等の信用情報や時価の把握を定期的に行ってお
ります。
② 市場リスクの管理
（ⅰ） 金利リスクの管理

当行グループは、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。日常的
にはリスク管理部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャ
ップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、リスク管理委員会に報告
しております。

（ⅱ） 為替リスクの管理
当行は、為替の変動リスクに関して、保有する外貨の持高（ポジション）が均衡
する状態に保つことを基本原則として、日々、外貨の総合持高（ネットポジショ
ン）を把握し、バランスコントロールを行っております。

（ⅲ） 価格変動リスクの管理
当行は、市場リスクに関する諸規程に基づき価格変動リスクの管理を行っており
ます。有価証券運用については、リスク管理委員会において半期ごとに決定する有
価証券運用計画に基づき、実施しております。このうち、証券国際部では、投資限
度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っ
ております。
総合企画部で管理している株式の多くは、業務・資本提携を含む事業推進目的で
保有しているものであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニタリングしてお
ります。
これらの情報はリスク管理部を通じ、リスク管理委員会において定期的に報告さ
れております。
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（ⅳ） 市場リスクに係る定量的情報
当行グループにおいて、市場リスクの影響を受ける主な金融商品は、「コールロ
ーン」、「有価証券」、「貸出金」及び「預金」であります。
当行では、「有価証券」について、ＶａＲ（観測期間は１年、保有期間は事業推
進目的の株式が１年でそれ以外は１ヶ月、信頼区間は99％、共分散行列法）を用い
て市場リスク量として、定量分析を行っております。
当該リスク量の算出にあたっては、各種リスクファクターに対する感応度及び各
種リスクファクターの相関を考慮した変動性を用いております（ただし、事業推進
目的の株式については、保有株式間のみの相関を考慮した変動性を用いておりま
す。）。平成29年３月31日において、当該リスク量の大きさは8,684百万円になり
ます。
平成28年度に関して実施したバックテスティングの結果、保有期間１日ＶａＲ

（信頼区間99％）を用いた超過回数は250回中1回であり、使用するモデルは十分な
精度があると考えております。
ただし、当該リスク量は過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生
確率での市場リスク量を算出しているため、通常では考えられないほど市場環境が
激変する状況下におけるリスク量は捕捉できない可能性があります。
当行では、「コールローン」、「貸出金」及び「預金」について、金利の変動が時
価に与える影響額を定量的分析に利用しております。
当該影響額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を固定金利群と変
動金利群に分けて、それぞれの金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間
ごとの金利変動幅を用いております。
金利以外の全てのリスク変数が一定であると仮定し、平成29年３月31日現在の
指標となる金利が10ベーシス・ポイント（0.10％）上昇したものと想定した場合
には、現在価値が553百万円減少するものと把握しております。
当該影響額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とそ
の他のリスク変数との相関を考慮しておりません。また、金利の合理的な予想変動
幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる場合があります。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当行グループは、ＡＬＭを通して、適時にグループ全体の資金管理を行うほか、資金
調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動
性リスクを管理しております。

　

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては、一定の前提条件等を採
用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとお
りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表
には含めておりません（（注２）参照）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

（1）現金預け金 108,226 108,226 ―
（2）有価証券

満期保有目的の債券 11,161 12,199 1,037
その他有価証券 505,133 505,133 ―

（3）貸出金 1,453,456
　貸倒引当金（＊） △9,253

1,444,203 1,445,909 1,706
資産計 2,068,724 2,071,468 2,743
（1）預 金 1,835,024 1,835,085 61
（2）コールマネー及び売渡手形 40,000 40,000 ―
（3）借用金 42,832 42,759 △73
（4）信託勘定借 42,093 42,093 ―
負債計 1,959,950 1,959,938 △12

　

（＊） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
　
（注１） 金融商品の時価の算定方法
資産
（1）現金預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
を時価としております。満期のある預け金については、預入期間が短期間（１年以内）で
あり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

（2）有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっ
ております。投資信託は、基準価格によっております。

（3）貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信
用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、
期間に基づく区分ごとに、信用リスクを反映した将来キャッシュ・フローを見積もり、市
場金利に一定の管理コストを加味した利率で割引いて時価を算定しております。ただし、
住宅ローンは商品種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を
行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短
期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時
価としております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッ
シュ･フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算
定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引
当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。　

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月26日 17時24分 $FOLDER; 35ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 35 ―

負債
（1）預金

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみ
なしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシ
ュ･フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け
入れる際に使用する利率を用いております。なお、預入期間が短期間（１年以内）のもの
は、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

　
（2）コールマネー及び売渡手形

これらは、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額を時価としております。

　
（3）借用金

借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行及び連
結子会社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似して
いると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、一
定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利
率で割り引いて現在価値を算定しております。
　

（4）信託勘定借
信託勘定借は、信託勘定の余裕金、未運用元本を受け入れた実質的な短期の調達であ
り、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としておりま
す。
　

（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次の
とおりであり、金融商品の時価情報の「資産（2）その他有価証券」には含まれておりま
せん。

（単位：百万円）
　

区 分 連結貸借対照表計上額
① 非上場株式（＊１）（＊２） 2,735
② 組合出資金（＊３） 311

合 計 3,047
　

（＊１） 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難
と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

（＊２） 当連結会計年度において、非上場株式について59百万円減損処理を行ってお
ります。

（＊３） 組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて
困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象とは
しておりません。
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（注３） 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １ 年 超
３年以内

３ 年 超
５年以内

５ 年 超
７年以内 ７ 年 超

有 価 証 券 57,511 106,759 120,696 52,336 142,692
　満期保有目的の債券 ― ― ― ― 11,161
　 国債 ― ― ― ― 11,161
　その他有価証券のうち
　満期があるもの 57,511 106,759 120,696 52,336 131,530
　 国債 23,092 51,844 58,123 28,296 2,337
　 地方債 17,702 25,579 27,005 15,277 22,039
　 社債 16,716 20,588 9,326 4,219 41,645
　 その他 ― 8,746 26,241 4,542 65,508
貸 出 金（＊） 151,068 65,299 88,413 79,334 988,108

合 計 208,579 172,058 209,110 131,670 1,130,800
（＊） 貸出金のうち、期間の定めのないもの81,232百万円は含めておりません。

（注４） 借用金及び有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年未満 １年以上３年未満 ３年以上
預 金（＊） 1,747,971 74,937 12,114
コールマネー及び売渡手形 40,000 ― ―
信 託 勘 定 借 42,093 ― ―　 （＊） 預金のうち、要求払預金については「１年未満」に含めて開示しております。

　
（単位：百万円）

１年以内 １年超３年以内 ３年超
借用金 35,285 5,927 1,620
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（ストック・オプション等関係）
　

1. ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名
　

営業経費 57百万円

2. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
当行は平成28年７月１日付けで１株当たり1.2株の割合で株式分割を行っております。
なお、ストック・オプションの数は分割後の数値によっております

（1）ストック・オプションの内容
平成22年

ストック・オプション
平成23年

ストック・オプション
付与対象者の区分及び人数 当行取締役（社外取締役を

除く）８名
当行取締役（社外取締役を
除く）８名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注） 普通株式19,548株 普通株式26,556株
付与日 平成22年７月26日 平成23年８月５日
権利確定条件 権利確定条件は定めていな

い
権利確定条件は定めていな
い

対象勤務期間 対象勤務期間は定めていな
い

対象勤務期間は定めていな
い

権利行使期間 平成22年７月27日から
平成52年７月26日まで

平成23年８月６日から
平成53年８月５日まで

　

（注） 株式数に換算して記載しております。
　

平成24年
ストック・オプション

平成25年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当行取締役（社外取締役を
除く）８名

当行取締役（社外取締役を
除く）８名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注） 普通株式20,436株 普通株式17,808株
付与日 平成24年８月６日 平成25年８月５日
権利確定条件 権利確定条件は定めていな

い
権利確定条件は定めていな
い

対象勤務期間 対象勤務期間は定めていな
い

対象勤務期間は定めていな
い

権利行使期間 平成24年８月７日から
平成54年８月６日まで

平成25年８月６日から
平成55年８月５日まで

（注） 株式数に換算して記載しております。
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平成26年
ストック・オプション

平成27年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当行取締役（社外取締役を
除く）８名

当行取締役（社外取締役を
除く）８名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注） 普通株式17,772株 普通株式13,272株
付与日 平成26年８月５日 平成27年８月10日
権利確定条件 権利確定条件は定めていな

い
権利確定条件は定めていな
い

対象勤務期間 対象勤務期間は定めていな
い

対象勤務期間は定めていな
い

権利行使期間 平成26年８月６日から
平成56年８月５日まで

平成27年８月11日から
平成57年８月10日まで

（注） 株式数に換算して記載しております。

平成28年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当行取締役（社外取締役を
除く）７名

株式の種類別のストック・
オプションの数（注） 普通株式18,996株
付与日 平成28年８月８日
権利確定条件 権利確定条件は定めていな

い
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていな

い
権利行使期間 平成26年８月９日から

平成58年８月８日まで
（注） 株式数に換算して記載しております。
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（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
　

当連結会計年度（平成29年３月期）において存在したストック・オプションを対象と
し、ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

　
① ストック・オプションの数

平成22年
ストック・
オプション

平成23年
ストック・
オプション

平成24年
ストック・
オプション

平成25年
ストック・
オプション

権利確定前（株）
　前連結会計年度末 8,232 12,540 8,568 11,304
　付与 ― ― ― ―
　失効 ― ― ― ―
　権利確定 3,924 2,652 2,688 2,340
　未確定残 4,308 9,888 5,880 8,964
権利確定後（株）
　前連結会計年度末 ― ― ― ―
　権利確定 3,924 2,652 2,688 2,340
　権利行使 3,924 2,652 2,688 2,340
　失効 ― ― ― ―
　未行使残 ― ― ― ―

　
平成26年
ストック・
オプション

平成27年
ストック・
オプション

平成28年
ストック・
オプション

権利確定前（株）
　前連結会計年度末 15,732 13,272 ―
　付与 ― ― 18,996
　失効 ― ― ―
　権利確定 3,972 1,908 ―
　未確定残 11,760 11,364 18,996
権利確定後（株）
　前連結会計年度末 ― ― ―
　権利確定 3,972 1,908 ―
　権利行使 3,972 1,908 ―
　失効 ― ― ―
　未行使残 ― ― ―
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② 単価情報
平成22年
ストック・
オプション

平成23年
ストック・
オプション

平成24年
ストック・
オプション

平成25年
ストック・
オプション

権利行使価格 １株当たり
１円

１株当たり
１円

１株当たり
１円

１株当たり
１円

行使時平均株価 １株当たり
3,015円

１株当たり
3,015円

１株当たり
3,015円

１株当たり
3,015円

付与日における公正
な評価単価

１株当たり
2,656円

１株当たり
3,265円

１株当たり
3,082円

１株当たり
4,112円

　
平成26年
ストック・
オプション

平成27年
ストック・
オプション

平成28年
ストック・
オプション

権利行使価格 １株当たり
１円

１株当たり
１円

１株当たり
１円

行使時平均株価 １株当たり
3,015円

１株当たり
3,015円 ―

付与日における公正
な評価単価

１株当たり
4,114円

１株当たり
5,321円

１株当たり
3,017円

(注) 権利行使価格は株式分割に伴い調整された後の数値を記載しております。
　
3. ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
当連結会計年度において付与された平成28年ストック・オプションについての公正な評価
単価の見積方法は以下のとおりであります。
(1) 使用した評価技法 配当修正型ブラック・ショールズ式
(2) 主な基礎数値及び見積方法　

平成28年ストックオプション
株価変動性 (注１) 35.8 ％
予想残存期間 (注２) 1.4 年
予想配当 (注３) １株当たり 70.8 円
無リスク利子率 (注４) △0.20 ％
(注)１．平成27年３月９日の週から平成28年８月１日の週までの株価の実績に基づ

き、週次で算出しております。
２．就任から退任までの平均的な期間、就任から発行日までの期間などから割り
出した発行日時点での取締役の予想在任期間の平均によって見積りしておりま
す。

３．平成28年３月期の配当実績を1:1.2で分割した金額。
４．予想残存期間に対応する分離元本国債のスポットレート（日本証券業協会発
表）を線形補間
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4. ストック・オプションの権利確定数の見積方法
　

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映さ
せる方法を採用しております。

　
（１株当たり情報）

　

　１株当たりの純資産額 5,993円58銭
　１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 242円79銭
当行は、平成28年７月１日付けで普通株式１株当たり1.2株の割合で株式分割を行ってお
ります。当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たりの親会社株
主に帰属する当期純利益金額を算定しております。
　

（企業結合等関係）
取得による企業結合
当行は、平成29年３月31日におきなわ証券株式会社の全株式を取得し、当行の連結子会
社といたしました。
１．企業結合の概要
(1) 被取得企業の名称及び事業の内容
被取得企業の名称 おきなわ証券株式会社
事業の内容 金融商品取引業

(2) 企業結合を行った主な理由
当行は、「地域密着・地域貢献」という経営理念のもと銀行窓販業務や金融商品
仲介業務等、お客さまの資産運用ニーズにお応えするために地域のリーディングバ
ンクとして積極的な取り組みを行ってまいりました。
おきなわ証券は、沖縄県内唯一の地元証券会社として地域のお客さまの資産形成
の支援を通じて、地域社会の発展に貢献しております。
当行は、今後、更に多様化・高度化すると予想されるお客さまのニーズにお応え
するため、当行営業地域に基盤を持つおきなわ証券を子会社とし、更なる総合金融
サービスの拡充を進めることで、地域のお客さまの資産形成及び地域社会の発展に
資するものと判断したためであります。

(3) 企業結合日
平成29年３月31日

(4) 企業結合の法的形式
当行による現金を対価とする株式取得

(5) 企業結合後の名称
おきなわ証券株式会社

(6) 取得した議決権比率
100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠
おきなわ証券株式会社の議決権の全てを保有するためであります。
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２．連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
企業結合日が当連結会計年度末のため、該当ございません。

　
３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　取得の対価 現金 1,190 百万円
　取得原価 1,190 百万円

　
４．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 30 百万円

　
５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
(1) 発生したのれんの金額
183 百万円

(2) 発生原因
取得原価が企業結合時における時価純資産を上回ったため、その差額をのれんと
して認識しております。

(3) 償却方法及び償却期間
重要性が乏しいため、当連結会計年度において一括償却しております。

　
６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
(1) 資産の部
　資産合計 3,313 百万円

うち現金預け金 1,010 百万円
うち金銭の信託 1,044 百万円
うち貸出金 952 百万円

　
(2) 負債の部
　負債合計 2,307 百万円

うち借用金 952 百万円
うち預り金（その他負債） 955 百万円

　
７．企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度に係る
連結損益計算書に及ぼす影響の概算額
当該影響の概算額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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